○滝川地区広域消防事務組合個人情報保護条例施行規則
制　定　平成22年３月５日規則第１号
平成28年３月31日規則第９号
令和３年３月16日規則第１号
（趣旨）

第１条　この規則は、滝川地区広域消防事務組合個人情報保護条例（平成21年滝川地区広域消防事務組合条例第６号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

　（個人情報取扱事務の届出）

第２条　条例第６条第１項の規定による個人情報取扱事務の開始の届出は、個人情報取扱事務届出書（別記第１号様式）により行うものとする。

２　条例第６条第１項の規定による届け出た事項の変更の届出及び同条第２項の規定による個人情報取扱事務の廃止の届出は、個人情報取扱事務変更・廃止届出書（別記第２号様式）により行うものとする。

３　条例第６条第１項第５号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。

　⑴　個人情報取扱事務を担当する課等の名称

　⑵　個人情報取扱事務の開始年月日

　⑶　個人情報の記録形態

　⑷　目的外利用・外部提供の有無

　⑸　外部委託の有無

　（提供の手続）

第３条　条例第８条第１項ただし書の規定により個人情報の提供を受けようとする者（事務又は事業を実施する上で実施機関が個人情報を提供し協力を求める場合における当該個人情報の提供を受ける者を除く。）は、個人情報外部提供申出書（別記第３号様式）を当該個人情報を保有する実施機関に提出しなければならない。ただし、緊急かつやむを得ない理由があると認められるときは、口頭で申出をすることができる。

２　実施機関は、前項の規定による申出書の提出があったときは、速やかにこれに応ずるか否かの決定をし、当該申出書を提出した者に対して当該決定の内容を個人情報外部提供回答書（別記第４号様式）により通知するものとする。ただし、前項ただし書の規定によるときは、口頭で通知することができる。

３　前２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる個人情報の提供の手続については、当該各号に定めるところによる。

　⑴　法令等に定められた手続により提供の要請を受けたとき。当該法令等に定められた手続

　⑵　国又は他の地方公共団体が定める手続により提供の要請を受けた場合であって、実施機関が必要があると認めるとき。当該国又は他の地方公共団体が定める手続

　（利用又は提供の届出）

第４条　実施機関は、条例第８条第１項ただし書の規定により個人情報を個人情報取扱事務の目的以外に当該実施機関内において利用させ、又は当該実施機関以外のものへ提供することと決定したときは、目的外利用・外部提供届出書（別記第５号様式）により組合長に届け出るものとする。

　（個人情報管理責任者）
第５条　条例第10条第１項に規定する個人情報管理責任者は、個人情報の取扱いをする課又は課に相当する組織の長をもって充てる。

　（開示請求の手続）

第６条　条例第14条第１項に規定する請求書の提出は、個人情報開示請求書（別記第６号様式。以下「開示請求書」という。）により行うものとする。

２　条例第14条第１項第３号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。

　⑴　個人情報の開示の方法

　⑵　本人に代わって未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人（以下「代理人」という。）が個人情報の開示を請求しようとする場合における本人の住所、氏名、生年月日及び本人との関係

　（本人等の証明に必要な書類）

第７条　条例第14条第２項（条例第17条第３項及び第20条第４項において準用する場合を含む。）の本人又はその代理人であることを証明するために必要な書類で規則で定めるものは、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める書類とする。

　⑴　本人が請求するとき。運転免許証、個人番号カード、健康保険の被保険者証、旅券、国民年金手帳その他通常本人以外の者が所持していることがないと実施機関が認める書類

　⑵　本人に代わって代理人が請求するとき。当該代理人に係る前号に定める書類及びその資格を証明する書類として実施機関が認めるもの

　（郵送による開示の請求）
第８条　個人情報の開示を請求しようとする者は、郵送によりその請求をすることができる。

２　前項の場合において、開示を請求しようとする者は、開示請求書に併せて、本人が請求する場合にあっては前条第１号に定める書類のうち複数のものの写しを、本人に代わって代理人が請求する場合にあっては当該代理人に係る同号に定める書類のうち複数のものの写し及びその資格を証明する書類として実施機関が認めるものを提出しなければならない。

　（開示の請求に対する決定等の通知）

第９条　条例第15条第２項の規定による通知は、個人情報開示等決定通知書（別記第７号様式。以下「開示等決定通知書」という。）により行うものとする。

２　条例第15条第４項の規定による通知は、個人情報決定期間延長通知書（別記第８号様式。以下「延長通知書」という。）により行うものとする。

　（第三者の意見聴取）

第10条　条例第16条第１項の規定による開示請求者以外のものの意見の聴取は、個人情報開示請求に関する意見照会書（別記第９号様式）及び個人情報開示請求に関する意見書（別記第10号様式）により行うものとする。

２　条例第16条第２項の規定による通知は、個人情報開示請求に関する決定通知書（別記第11号様式）により行うものとする。

　（開示の方法等）

第11条　条例第17条第１項の規定による個人情報の開示は、実施機関が指定する日時及び場所において行うものとする。

２　前項の場合において、個人情報が記録されている文書等（条例第17条第２項の規定により文書等を複写したものを用いて開示を行う場合にあっては、当該文書等の写し）又は磁気テープ等から印字装置等を用いて出力したもの（以下これらを「公文書等」という。）を閲覧し、又は視聴する者は、当該公文書等を丁寧に取り扱うこととし、これを改ざんし、汚損し、又は破損してはならない。

３　実施機関は、前項の規定に違反し、又は違反するおそれがある者に対して、公文書等の閲覧又は視聴を中止させることができる。

４　公文書等の写しの交付部数は、開示の請求があった個人情報に係る公文書等１件につき１部とする。

　（口頭による開示請求）

第12条　実施機関は、条例第18条第１項の規定により口頭による開示請求ができる個人情報を定めたときは、当該個人情報の内容並びに口頭による開示請求を行うことができる期間及び場所を告示するものとする。

　（訂正等請求の手続）

第13条　条例第20条第１項に規定する請求書の提出は、個人情報訂正等請求書（別記第12号様式。以下「訂正等請求書」という。）により行うものとする。

２　条例第20条第１項第３号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。

　⑴　請求の区分

　⑵　請求しようとする個人情報の件名又は内容

　⑶　本人に代わって代理人が個人情報の訂正、削除又は中止を請求しようとする場合における本人の住所、氏名、生年月日及び本人との関係

　（個人情報の開示を受けたことの確認）

第14条　実施機関は、訂正の請求に係る個人情報が開示の決定を受けたものであることを確認する必要があると認めるときは、訂正の請求をしようとする者に対して、開示等決定通知書の提示を求めることができる。

（郵送による訂正等の請求）

第15条　第８条の規定は、郵送による個人情報の訂正等の請求について準用する。この場合において、同条第１項中「開示」とあるのは「訂正等」と、同条第２項中「開示を」とあるのは「訂正等を」と、「開示請求書」とあるのは「訂正等請求書及び条例第20条第２項の書類等又はその写し並びに開示等決定通知書の写し」と読み替えるものとする。

　（訂正等の請求に対する決定等の通知）

第16条　条例第21条第２項の規定による通知は、個人情報訂正等決定通知書（別記第13号様式）により行うものとする。

２　条例第21条第４項後段の規定による通知は、個人情報訂正等実施通知書（別記第14号様式）により行うものとする。

３　条例第21条第５項において準用する条例第15条第４項の規定による通知は、延長通知書により行うものとする。

　（費用の納入）

第17条　条例第26条第２項に規定する写しの作成及び送付に要する費用は、組合長が別に定める。

２　前項の費用は、前納とする。

　（運用状況の公表）

第18条　条例第27条の規定による運用状況の公表は、次の事項について滝川地区広域消防事務組合の広報紙に掲載することにより行うものとする。

　⑴　開示の請求件数並びに開示及び非開示等の決定件数

　⑵　訂正の請求件数及び決定件数

　⑶　削除の請求件数及び決定件数

　⑷　中止の請求件数及び決定件数

　⑸　審査請求の件数

　⑹　前各号に掲げるもののほか、組合長が必要と認める事項

　（施行細目）

第19条　この規則に定めるもののほか必要な事項は、組合長が別に定める。
　　　附　則

　（施行期日）

　この規則は、平成22年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成28年３月31日）

　（施行期日）
１　この規則は、平成28年４月１日から施行する。
　（暫定措置）
２　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の滝川地区広域消防事務組合情報公開条例施行規則、滝川地区広域消防事務組合個人情報保護条例施行規則、職員の分限及び懲戒に関する条例施行規則及び一般職の職員の給与に関する条例施行規則に定める様式による用紙については、所要の調整をして、当分の間、これを使用することができる。
　　　附　則（令和３年３月16日）
　この規則は、公布の日から施行する。
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